
令和６年度第１回中央職業能力開発促進協議会 議事次第 

             
令和６年 10 月２日(水) 10:00～12:00  

中央合同庁舎第５号館 専用第 21 会議室(17 階）  

 

１ 開会  

 

２ 議題 

 

（１）令和５年度第２回地域職業能力開発促進協議会における協議状況について 

（２）令和５年度公的職業訓練の実績 

（３）教育訓練給付制度における地域のニーズの把握について 

（４）今後の人材ニーズに関する関係省庁からの報告 

（５）令和７年度全国職業訓練実施計画の策定方針 

（６）その他 

 

３ 閉会 

 

【説明資料】  

資料１   令和５年度第２回地域職業能力開発促進協議会【概要】 

資料２－１ ハロートレーニング（離職者向け）の令和５年度実績  

資料２－２ ハロートレーニング（公的職業訓練）の実施状況（全体版） 

資料３   教育訓練給付制度における地域のニーズの把握について 

資料４－１ リスキリング関連の主な施策 一覧 

資料４－２ リカレント教育の推進に関する文部科学省の取組について 

資料４－３ 生成AI 時代のデジタル人材育成の取組について 

資料５－１ ハロートレーニング（公的職業訓練）に係る令和７年度概算要求 

資料５－２ 令和７年度全国職業訓練実施計画の策定に向けた方針（案） 

 

【参考資料】 

参考資料１ 令和６年度第１回中央職業能力開発促進協議会構成員名簿 

参考資料２ 令和５年度第２回地域職業能力開発促進協議会の協議結果 

参考資料３ 令和５年度における全国職業訓練実施計画 

参考資料４ 令和６年度全国職業訓練実施計画の策定に向けた方針（案） 

参考資料５ 令和６年度全国職業訓練実施計画 

参考資料６ 教育訓練給付制度の指定講座の状況等 

参考資料７ ハロートレーニングに対する民間教育訓練実施機関からの主なご意

見・ご要望に対する回答（令和５年度下半期分） 
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令和５年度第２回地域職業能力開発促進協議会【概要】

【開催状況】

令和６年２月から３月にかけて、国と都道府県の共催により、全都道府県において開催。

別添１～４

資料１

②公的職業訓練効果検証ワーキンググループ（※）における効果検証

５年度の実施状況等を説明の上、６年度に対象とする職業訓練分野、ヒアリング項目等について意見交換。

【主な協議内容】

令和５年度第２回新潟県地域職業能力開発促進協議会

①令和６年度地域職業訓練実施計画の策定

地域のニーズ、雇用情勢、訓練実績等を踏まえ、
令和６年度の公的職業訓練の実施方針、規模等を記載した
地域職業訓練実施計画案について協議し、計画を策定。

都道府県の計画には、地域におけるリスキリングの推進に

関する事業（以下、「地域リスキリング推進事業」という）
についても引き続き記載。

③その他の職業能力の開発及び向上の促進に係る取組

地域リスキリング推進事業について意見交換。
リカレント教育を行う大学、関係機関から、社会人向けの学び
直し支援、デジタル分野の教育の場等について説明、関係機関
間で情報共有。など 別添３・４参照。

１

（※）適切かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースについて訓練修了

者等へのヒアリング等を通じ、訓練効果を把握・検証し、訓練カリキュラム等の改善を図る

ことを目的とし、令和５年度から開始しているもの。対象分野等は別添２。

別添１「地域職業能力開発促進協議会のご意見を踏まえた対

応及び現在までの取組状況」では、地域職業能力開発促進協

議会における各構成員からのご意見を踏まえ、翌年度の地域

職業訓練実施計画に対する協議内容の反映や独自の取組等の

対応を行ったものについて選定し、当該協議会が機能してい

る事例として、取組状況を紹介している。
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令和５年度第２回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議①】

地域職業能力開発促進協議会のご意見を踏まえた対応及び現在までの取組状況

青

森

応募倍率が低く就職率が高い分野（「介護・
医療・福祉分野」）がある一方、応募倍率が
高く就職率が低い分野（「IT分野」「デザイ
ン分野」「営業・販売・事務分野」）がある。
また、委託訓練の計画数と実績にやや乖離が
みられる。

【ご意見】

山

梨

在職者訓練について、令和５年度の訓練受講
者実績数と比較すると計画は倍以上と大幅拡
充となっているが、何を重点にして拡充する
のか。

今年度の定員と大きく変動は無いが、定員割れして
いる訓練は廃止し、好評な訓練は継続する。
また、新たにDXのデジタル人材のコースや、山梨県
独自の「キャリアアップユニバーシティ（CUU）」が
提供する講座と連動したコースを増加させる方針。

【協議会での対応】

宮

崎

半導体の工場が新設されることから、半導体
分野や関連分野に就業できる人材の育成に向
けた取り組みや企業のニーズの調査を行うこ
と必要ではないか。

半導体製造関連の事業所に対して、必要となる技能や
人材のニーズについて聞き取りを行い、職業訓練に反
映させることが可能かについての検討が必要である。
反映が可能なものについては、計画案に盛り込む。

別添１

滋

賀

①委託訓練における知識等習得等コースの情
報系分野について、今年度は県内の北部と南
部でも開講されていたが、来年度は北部コー
スの設定がなく、北部にもコース設定が必要
ではないか。
②傘下の会員企業から人材確保が重要な経営
課題となっているとの話があり、当県でも潜
在的な働き手として期待できる女性や高齢者
向けの訓練制度を拡充することで、結果とし
て労働力確保につながることになるのではな
いか。

群

馬

求職者支援訓練の基礎コースは認定規模の
35％で計画したが、利用実績は20％程度であ
る。また、デジタル人材が質・量とも不足し
ているなどの課題がある。

①ｅラーニングコース（情報系）の訓
練については、３コースを県全域で実
施することを計画に盛り込んでおり、
現時点で全て開講見込み。（県）
※滋賀県においてはR5までｅラーニングコースの
設定（申請）はなく、R6に初めて委託訓練及び求
職者支援訓練において設定されたもの。
②SNSほか集会所や地元大手スーパー
でのチラシ配架等、幅広い周知広報を
実施。 (全体)
「子育て家庭支援コース」は11月に１
コース開講予定としており、母子家庭
の母等の優先枠を設定した訓練コース
については32コース分(64人分)に設定。
（県）

訓練施設の見学時に訓練風景等の写真
を撮影して労働局で編集後、安定所に
共有を図り、年度後半からR7開講の訓
練コースに係る受講あっせんの相談に
活用。また、訓練修了予定者を対象と
した求人充足会議「ハロトレドラフ
ト」を展開し、就職支援を実施。
（労働局）

訓練コースの内容や効果を踏まえた受講勧奨の強化
及び一層のコース設定の促進を図る。また、支援を
行うハローワークの訓練窓口職員の知識向上や、訓
練実施施設による事前説明会・見学会に参加できる
機会の確保を促進するとともに、訓練修了者歓迎求
人等の確保に取り組む。

左記CUUの主旨を踏まえた実践的な講
座をR6の在職者訓練10件で計画・実施。
県内の教育機関等と連携してリスキリ
ング情報をCUU特設サイト上で一元化
して提供し、申請手続もオンライン化。
（県）

①県北部地域で実施可能な民間教育訓練施設がほとん
どない状態であるため、北部でのコースの設定は困難。
代替案として、計画において、ｅラーニングによる情
報系の訓練実施について盛り込んだ。
②女性や高齢者を含め、必要な方に情報が届くように
周知広報に努める。なお、委託訓練において「子育て
家庭支援コース」等の訓練コース設定や通常の訓練
コースに母子家庭の母等の優先枠を設定した訓練コー
スを実施することについて、計画へ盛り込んだ。

社会人としての基礎的能力を付与するという重要性
を考慮しつつ、実態を踏まえた計画を策定する。
また、デジタル分野のコース割合を増やしつつ、当
該分野以外においても、基礎的ITリテラシー要素を
加味した訓練コースを設定し、受講勧奨を行う方針。

【現在までの取組状況】

２

基礎コースについては、認定規模の
25％で計画を策定。
デジタル系の計画数は前年度50人増の
30％で策定するとともに、デジタル分
野以外でも当該要素を含むカリキュラ
ムのある訓練コースを設定｡
（労働局・JEED）

県主催の「みやざき半導体関連産業人
材育成等コンソーシアム」に参画している
半導体関連企業に対し、人材確保等に
関するヒアリングを実施し、結果を取りま
とめ、協議会へ報告予定。（労働局）- 2-
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令和５年度第２回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議②】

公的職業訓練効果検証ワーキンググループでの効果検証

【選定した理由の例】

効果検証の対象分野

デジタル分野 １８県
ＩＴ分野 ３県

府内におけるデジタル分野の離職者向け公的職業訓練は応募倍率が高く、求職者のニーズがあると考え
られることに加え、IT分野の求人規模も比較的大きいため、この分野を選定。（大阪）

別添２

介護・医療・福祉分野
（一部のみを含む。）

１５県

この分野の訓練は就職率が高いが応募率が低い状況のものがある。また、訓練コースによって応募率の
差があり、求職者ニーズをとらえた内容になっているか訓練効果の把握・検証の必要があること。また、
介護分野については人手不足が顕著な状況となっており、高齢化が進む中で今後ますます需要が高まる
ことから、訓練受講者をより多く確保していく必要があり、この分野を選定。（岩手）

営業・販売・事務分野
（一部のみを含む。）

１０県

公共職業訓練や求職者支援訓練双方においてコースの設定数が多く、訓練修了者と多様な業種の採用企
業から意見を頂けると期待できる。また、この分野のカリキュラムでも基礎的なWebサイト改修やデータ
分析、といったデジタル系のスキルを身につけることができることから、この分野を選定。（兵庫）

効果検証に当たっての意見

※ 上記の分野のほか、デザイン分野、建築分野、理容・美容関連分野が選定された。

○ 手法として、主に訓練修了者に対するWEBアンケートを活用してはどうかという意見があった。（京都《デジタル分野》）

○ 香川県では製造業の事業所が多く、製造工程を省力化・ロボット化するニーズが高いなど、デジタルといってもWEB関連から生産工程
における生産性向上など幅広いので、デジタルスキルの幅を意識した調査を望む意見があった。（香川《デジタル分野》）

○ ヒアリング件数（訓練実施機関3機関、訓練修了者3人、再就職先事業所3事業所）の適切性について指摘があり、可能な限り多くのサ
ンプリングを行うよう要望があった。（熊本《デジタル分野》）

○ 自治体によっては、介護分野の資格を持っている方には専門職として働いてもらう一方で、業務を細分化し、介護ロボットなどを活用
して業務の効率化に成功している事例もあると聞いているので、ヒアリングの際にはそういった点も意識しながら、深掘りして訓練実施
機関等にヒアリングしていただきたい。（福岡《介護分野》）

○ IT分野だけでなく事務分野の中でデジタルリテラシーを向上させることにより、企業全体のDX化が進むことも考えられるため、その部
分も含めコース設定や検証を行うことに意義があると考えている。（宮崎《営業・販売・事務分野》） ３
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連携のきっかけ

大分県（商工観光労働部）担当者から、毎年秋口に検討する次

年度の委託訓練に係る調達･入札の仕様に地域協議会及びWGの議

論内容を反映させるため、令和５年度第１回の地域協議会は可

能な限り早めに開催したいという相談があり、年度単位でのス

ケジュール感の提示を受けた。

その調整過程で、労働局から、協議会本体についてはこれまで

どおり労働局が主担当となり、WGについては県が主担当となり

進めるという役割分担がお互いにやりやすのいではないか、と

提案したところ、承諾いただいた。

4

令和５年度第２回地域職業能力開発促進協議会【連携事例】 別添３

大分局【県との連携】

訓練計画への反映

デジタル分野の訓練レベルの差別化

ワーキンググループでのヒアリング結果（企業は即戦力を希望し

ており、採用後の人材育成は負担感が大きい）を踏まえ、令和６年

度計画において、下記のとおり訓練コースをレベル別に設定。

• 入門的な訓練コースは３か月等の短期間【主に求職者支援訓練】
• ハイグレードな訓練コースは５か月から１年間の長期間【委託訓練】

委託訓練については既に開講済みであるが、順調な状況。

（定員30名に対し、応募者35名・受講者30名）

協議会（労働局）とWG（県）で事務主体の分担を行い、

双方の役割を明確化したことが効果的な運営に繋がり、

特にWGにおいては、各委員それぞれの立場（JEED、県、

高等技術専門校、局）から活発な意見が出され、ヒアリ

ング項目が充実したことなどにより、ヒアリング結果を

訓練計画に反映させることができた。

WGのヒアリング対象及び分担は、下記のとおり。

• 訓練実施機関及び修了生が採用された企業：県・JEED

• 訓練修了者：労働局

連携による効果

訓練コースの差別化に対する効果については、令和７年度のWGに

おいて検証することで調整済み。

（連続でデジタル分野のみをWGテーマとするのではなく、令和６年

度については「営業･販売･事務分野」をテーマに選定。）

※訓練修了者と当該者が採用された企業等、

一緒にヒアリングを実施したケースもある。

労働局と県において、地域協議会本体とワーキンググループの役割分担を明確化

→協議会の事務主体は労働局、ワーキンググループの事務主体は大分県として運営

～労働局担当者の声～

日頃から、訓練担当課だけでなく、職業安定部の他課や局内の他部室も県

と良好な関係を構築していることもあり、連携を図ることができています。

協議会やワーキンググループについても効果的・効率的に取り組むことが

できています。
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～ハロートレーニングフェス２０２４～

→職業訓練の情報発信を目的とした職業体験イベントの開催

5

令和５年度第２回地域職業能力開発促進協議会【連携事例】 別添４

長崎局【労働局主催のイベント等の活用】

令和５年度第２回地域協議会において、次年度に「その検証を行い、

今後も効果的なイベント等の開催を検討する」旨説明したところ、

構成員からは「是非検証していただき、今後も更に効果的な場をもう

けていただければ」との意見あり。

～イベント参加者、参加実施施設からの声～

子供連れでも楽しく体験できました。働ける状態になったらトレーニ
ングしてみたいと思いました。（30代、無職）

ものづくり系の訓練がメインかと思っていたのが観光の人材コースな
ど知らない訓練もあることを知れて面白かった。（40代、在職中）

体験も多数参加して頂き、訓練内容・実施施設について理解してもら
うことができた。（訓練実施施設）

ハロートレーニングの周知による受講生の確保

委託訓練や求職者支援訓練の受講生アンケートを見ると、ハローワーク経由で制度を

知った者が多い。また、親・知人経由という回答も一定数ある。ハローワークを利用す

る求職者が減少傾向にあるため、幅広い年齢層に情報発信し興味を持ってもらうことで、

受講生の増加につなげる。

ハロートレーニングの周知による求人の確保

特に事業主について、ハロートレーニングに対する認知度が低い。

人材を確保しようとする事業所に対し、訓練の種類・修了生の仕上がり像等を知っても

らう場を提供することで、訓練修了生が持つ技能等を活かせる求人を確保し、求める人

材と修了生のマッチングを図る。

取組のきっかけ

開催日時・場所
令和６年２月25日(日)

・出島メッセ長崎

来場者数 約200人

令和５年度２月に、県内訓練実施施設（１８施設）の方との

意見交換や訓練体験ができる

「ハロートレーニングフェス２０２４」と題した

訓練体験イベントを初開催。

開催に向け、FM長崎で１月から毎週ハロトレ関係の周知（毎

週金曜8:50～）を行い、当日ラジオパーソナリティにも訓練

体験を実施。

地域協議会でのご意見等を踏まえ、令和６年度秋頃にも同イ

ベントの開催に向けて準備を進めているところ。

～本イベントに関する協議会でのやりとり～

ハローワークを利用する求職者の減少に伴い、
県内におけるハロートレーニングの定員充足
率も低下傾向。また、定員を充足することが
難しく、訓練実施を断念する施設等も増加。

一方で、求人数は年々増加傾向にあるものの、
求人票をみると、訓練成果を生かせるような
職務内容になっていないことから、修了生の
マッチングが難しい状況。

開催概要

イベント開催の目的

コーナー紹介
デジタルコーナー
ものづくりコーナー
介護・福祉コーナー
相談・適職診断コーナー
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コース数 定員 受講者数

IT分野 809 12,182 8,724

(-770) (-12,761) (-9,976)

営業・販売・事務分野 3,584 58,644 43,485

(723) (12,352) (9,126)

医療事務分野 587 9,424 6,369

(9) (204) (-255)

介護・医療・福祉分野 1,706 18,635 10,797

(-104) (-1,861) (-1,683)

農業分野 74 1,124 830

(-3) (9) (-6)

旅行・観光分野 38 598 431

(4) (-36) (55)

デザイン分野 1,071 21,487 17,275

(215) (4,442) (2,757)

製造分野 1,534 17,968 11,778

(13) (-118) (-221)

建設関連分野 553 7,345 5,319

(-18) (-294) (-448)

理容・美容関連分野 332 4,362 3,412

(23) (275) (182)

その他分野 905 10,612 9,458

(14) (-119) (81)

基礎 565 8,513 6,019

(-27) (-604) (-211)

11,758 170,894 123,897

(79) (1,489) (-599)

2,511 41,134 31,369

(501) (5,573) (3,146)

ハロートレーニング（離職者向け）の令和５年度実績

１　離職者向けの公的職業訓練の分野別訓練規模

総計

分 野

公
共
職
業
訓
練

（
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職
者
向
け

）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
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ー

ス

）

（参考）
デジタル分野

合計

求
職
者
支
援

訓
練

（
基
礎

コ
ー

ス

）

  ※数値は速報値のため、今後変動の可能性がある。
  ※（）内の数値は、前年度実績と比較した増減値
  ※公共職業訓練（都道府県：委託訓練）における「情報ビジネス科」の位置づけを、令和４年11月以降「IT分野」から「営業・販売・事務分野」に見直している。

※本資料における用語は、以下のとおり定義しています。

「コース数」

公共職業訓練については、当該年度中に開講したコース及び当該

年度以前から開始し当該年度に実施した訓練コースの数（当該年度

以前に開講し、次年度に繰り越すコースを含む）。

求職者支援訓練については当該年度中に開講したコースの数。

「定員」

当該年度中に開講した訓練コースの定員の数。

「受講者数」

当該年度中に開講したコースに入校した者の数。

「応募倍率」

当該訓練の定員を100とした時の、受講を申し込んだ者の数の倍率。

「定員充足率」

当該訓練の定員に対する受講者数の割合。

「就職率」

訓練を修了等した者のうち就職した者の割合。分母については受講

者数から中途退校者数(中途退校就職者数を除く）等を差し引き、分

子については中途退校就職者を加えている。

「デジタル分野」

IT分野（ITエンジニア養成科など。）、デザイン分野（WEBデザイン系

のコースに限る）等。

用語の定義

資料２－１
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コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 472 6,116 4,363 97.4% 71.3% 68.7% 327 5,966 4,277 107.7% 71.7% 60.4%

(-797) (-13,427) (-10,217) (-7.2) (-3.3) (-2.1) (33) (761) (299) (-5.5) (-4.7) (4.0)

営業・販売・事務分野 2,512 40,337 30,396 97.8% 75.4% 71.8% 1,016 17,524 12,404 94.4% 70.8% 58.9%

(640) (10,022) (7,370) (-3.9) (-0.6) (-1.8) (76) (2,226) (1,704) (0.6) (0.8) (0.5)

医療事務分野 400 6,446 4,367 82.1% 67.7% 80.1% 187 2,978 2,002 85.9% 67.2% 68.0%

(-33) (-393) (-601) (-10.9) (-4.9) (0.8) (42) (597) (346) (-1.2) (-2.3) (1.6)

介護・医療・福祉分野 1,349 12,846 7,398 69.4% 57.6% 84.9% 299 4,829 2,733 69.8% 56.6% 72.7%

(-65) (-1,279) (-1,193) (-6.4) (-3.2) (-1.0) (-33) (-462) (-404) (-1.8) (-2.7) (4.3)

農業分野 31 423 316 97.6% 74.7% 72.7% 6 90 50 65.6% 55.6% 50.0%

(-2) (14) (26) (-0.2) (3.8) (0.3) (-1) (-17) (-15) (-6.4) (-5.2) (-9.5)

旅行・観光分野 31 472 376 106.4% 79.7% 56.1% 3 46 17 58.7% 37.0% 50.0%

(3) (-57) (47) (30.4) (17.5) (1.1) (1) (21) (5) (-1.3) (-11.0) (3.3)

デザイン分野 377 6,567 5,209 111.2% 79.3% 67.7% 687 14,810 11,964 128.0% 80.8% 55.9%

(52) (912) (179) (-44.9) (-9.6) (0.0) (163) (3,530) (2,569) (-17.3) (-2.5) (1.9)

製造分野 24 236 156 73.3% 66.1% 72.2% 8 120 80 84.2% 66.7% 62.0%

(0) (20) (18) (-3.1) (2.2) (3.3) (-1) (-13) (-25) (-12.1) (-12.3) (-4.6)

建設関連分野 54 707 450 78.8% 63.6% 65.4% 57 839 670 119.4% 79.9% 63.4%

(-1) (-39) (-91) (-10.4) (-8.9) (-4.6) (-13) (-156) (-79) (9.1) (4.6) (-1.0)

理容・美容関連分野 69 239 189 130.5% 79.1% 80.8% 263 4,123 3,223 115.8% 78.2% 67.9%

(0) (-25) (-34) (-19.8) (-5.4) (2.5) (23) (300) (216) (1.2) (-0.5) (2.7)

その他分野 182 1,700 1,244 100.7% 73.2% 74.6% 100 1,744 1,259 111.8% 72.2% 48.1%

(3) (-58) (8) (-0.1) (2.9) (-2.5) (-1) (26) (4) (-15.5) (-0.9) (-6.5)

基礎 - - - - - - 565 8,513 6,019 92.6% 70.7% 59.5%

- - - - - - (-27) (-604) (-211) (3.3) (2.4) (2.4)

合計 5,501 76,089 54,464 92.8% 71.6% 73.6% 3,518 61,582 44,698 103.4% 72.6%

(-200) (-4,310) (-4,488) (-8.0) (-1.7) (-1.0) (262) (6,209) (4,409) (-2.3) (-0.2)

（参考）デジタル分野 830 12,368 9,388 105.3% 75.9% 68.0% 921 19,177 14,915 122.1% 77.8% 57.1%

(108) (1,227) (453) (-25.3) (-4.3) (0.4) (200) (4,321) (2,830) (-14.6) (-3.6) (2.4)

※数値は速報値のため、今後変動の可能性がある。
※（）内の数値は、前年度実績と比較した増減値
※ 求職者支援訓練の就職率は令和５年12月末までに終了したコースについて集計。
※公共職業訓練（都道府県：委託訓練）における「情報ビジネス科」の位置づけを、令和４年11月以降「IT分野」から「営業・販売・事務分野」に見直している。

２　離職者向けの公的職業訓練の制度別、分野別訓練の実施状況

公共職業訓練（都道府県：委託訓練） 求職者支援訓練
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※応募倍率、就職率については、高いものから上位３位を赤色セル、下位３分野を緑色セルに着色して表示している
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分 野 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 10 100 84 127.0% 84.0% 74.2% 0 0 0 - - -

(-6) (-95) (-58) (20.8) (11.2) (-2.8) (0) (0) (0) - - -

営業・販売・事務分野 28 419 328 108.6% 78.3% 77.2% 28 364 357 137.9% 98.1% 89.9%

(7) (104) (66) (-13.9) (-4.9) (-8.5) (0) (0) (-14) (-12.6) (-3.8) (1.3)

医療事務分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

(0) (0) (0) - - - (0) (0) (0) - - -

介護・医療・福祉分野 58 960 666 84.1% 69.4% 86.8% 0 0 0 - - -

(-6) (-120) (-86) (-2.3) (-0.3) (-1.4) (0) (0) (0) - - -

農業分野 37 611 464 96.6% 75.9% 87.6% 0 0 0 - - -

(0) (12) (-17) (-15.1) (-4.4) (-3.2) (0) (0) (0) - - -

旅行・観光分野 4 80 38 58.8% 47.5% 81.1% 0 0 0 - - -

(0) (0) (3) (-2.5) (3.8) (1.1) (0) (0) (0) - - -

デザイン分野 7 110 102 140.9% 92.7% 75.8% 0 0 0 - - -

(0) (0) (9) (0.0) (8.2) (-4.0) (0) (0) (0) - - -

製造分野 237 2,965 1,553 64.4% 52.4% 80.1% 1,265 14,647 9,989 80.1% 68.2% 87.7%

(16) (101) (-49) (-5.5) (-3.6) (-1.6) (-2) (-226) (-165) (-2.1) (-0.1) (-0.1)

建設関連分野 115 1,771 1,034 79.5% 58.4% 83.8% 327 4,028 3,165 91.6% 78.6% 86.9%

(-3) (-20) (-89) (-3.4) (-4.3) (0.7) (-1) (-79) (-189) (-4.6) (-3.1) (-0.2)

理容・美容関連分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

(0) (0) (0) - - - (0) (0) (0) - - -

その他分野 129 2,110 1,304 81.4% 61.8% 82.4% 494 5,058 5,651 140.0% 111.7% 88.5%

(2) (35) (12) (-4.8) (-0.5) (2.6) (10) (-122) (57) (-2.3) (3.7) (0.8)

合計 625 9,126 5,573 79.1% 61.1% 82.5% 2,114 24,097 19,162 95.5% 79.5% 87.7%

(10) (17) (-209) (-5.2) (-2.4) (-0.7) (7) (-427) (-311) (-2.8) (0.1) (0.0)

（参考）デジタル分野 10 100 84 127.0% 84.0% 74.2% 750 9,489 6,982 87.2% 73.6% 86.5%

(1) (5) (5) (1.7) (0.8) (0.9) (192) (20) (-142) (-5.5) (-1.7) (-0.1)

公共職業訓練（都道府県：施設内訓練） 公共職業訓練（高齢・障害・求職者雇用支援機構）

※数値は速報値のため、今後変動の可能性がある。
※（）内の数値は、前年度実績と比較した増減値

3
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2021年4月1日

人材開発統括官

若年者・キャリア形成支援担当参事官室

教育訓練給付制度における地域のニーズの把握について
（報告）

令和５年度第２回地域職業能力開発促進協議会における協議の結果等

1

資料３
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地域職業能力開発促進協議会における協議等を踏まえた講座拡大の取組（概要図）

・令和５年度第２回の地域職業能力開発促進協議会（本年２～３月）以降、地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付の対象講座の
拡大に取り組んでいるところ（※取組の効果は令和７年４月指定（令和６年10月申請）以降）。

・令和６年度第１回中央職業能力開発促進協議会では、地域の訓練ニーズや当該ニーズを踏まえた指定講座拡大の取組等を報告。

地域協議会を通じた地域のニーズの把握 等

地域協議会の報告を踏まえた指定講座拡大の取組の

実施

地域における指定講座拡大等の取組の実施

地域職業能力開発促進協議会 厚生労働省本省

中央職業能力開発促進協議会

労働局、都道府県、労使団体、教育訓練実施者・関係団体、学識者など

関係者が参画する地域協議会において、地域の訓練ニーズの把握及

び教育訓練給付制度による訓練機会の確保等について協議（※）。

地域協議会における協議を通じて把握した地域の訓練ニーズにおける
講座の確保等に向け、労働局の主体的な取組として、

・地域の教育訓練機関等に対する周知広報や講座指定申請勧奨

・教育訓練給付制度の利用勧奨

等を実施。

都道府県労働局

報告

（※）＜協議の観点＞

・地域で求められる訓練ニーズとは何か。

・地域の訓練ニーズが高い分野において、教育訓練給付の対象講座
は十分に指定されているか。

・地域の教育資源を活用して指定講座を拡大できないか。

報告

地域協議会からの意見や要望等を踏まえ、訓練ニーズの高い分野を

対象に指定講座の拡大を図るため、関係省庁と連携して業界団体等

に対し講座指定申請勧奨や制度周知広報等の取組を実施。

（令和５年度第２回～）

情報提供

2
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<令和５年度第２回地域職業能力開発促進協議会における主な意見>

地域職業能力開発促進協議会の協議結果を受けた
都道府県労働局における講座拡大の取組

○ 本年２月~３月に開催した令和５年第２回地域職業能力開発促進協議会では、「教育訓練給付
制度による地域の訓練ニーズを踏まえた訓練機会の拡大」を協議事項に追加し、初めて協議が行

われた。

○ 協議の結果を踏まえ、令和６年１０月の講座指定申請期間に向けて、労働局や本省において、

教育訓練機関への講座指定申請の働きかけや周知広報を実施しているところ。

訓練ニーズが高く講座拡大が必要

デジタル（情報）関係【岩手、秋田、茨城、栃木、石川、福井、岐阜、鳥取、岡山、鹿児島】

介護福祉関係【青森、秋田、長野、滋賀、徳島】

輸送・運輸関係【青森、山梨、広島、香川】

語学関係【青森、群馬、秋田、広島】

ドローン免許【青森、福井】 等

講座拡大の働きかけ・教育訓練給付制度の利用促進のための周知広報が必要

【秋田、群馬、新潟、山梨、岐阜、静岡、滋賀、鳥取、島根、広島、山口、香川、宮崎、沖縄】 等

その他

講座指定申請事務の負担が大きい、手続が大変というイメージがある【青森、宮城、茨城、愛知、滋賀、大分】

本省から業界団体等への講座指定申請勧奨を求める 【青森】

給付率引上げ等の支援の拡充を求める【秋田、山形、山口】 等

3
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・情報関係の指定講座がゼロとなっているた

め、指定申請が提出されるよう教育訓練機関

に働きかける。

・公共職業訓練（委託訓練）や求職者支援訓

練を実施している訓練機関、県内大学のうち

情報系の学科を有する大学等に対し制度周知

及び講座指定申請勧奨を実施

地域職業能力開発促進協議会の協議結果を受けた
都道府県労働局における講座拡大の取組

地域職業能力開発促進協議会の協議を踏まえた対応方針と現在までの取組（例）

【協議会委員の主な意見】 【労働局の対応方針】 【具体的な取組】

鳥

取

・労働者に有益な制度であり周知広報に努め

てほしい。

・今後どのような分野の指定講座の新規開拓

に力を入れていくのか。

・県内６社の情報系の職業訓練実施機関を訪

問の上、リーフレットを活用して講座指定申

請勧奨を実施（７月）。いずれも講座指定の

メリットを理解いただき、申請を検討いただ

けることとなった。

岐

阜

・全国と比べ県内に指定講座が少ないのは、

周知広報が足りないのではないか。

・情報科を有する大学への働きかけが必要で

はないか。

・県内で公的職業訓練を実施する民間の訓練

実施施設すべて（５~６月）、大学1校、短
期大学3校、大学と短期大学併設校2校を訪
問し、リーフレットを用いた申請勧奨を実施

（7月）、申請を検討いただけることとなっ
た。

＜デジタル（情報）関係＞

＜介護福祉関係＞

滋

賀

・多くの業界において人手不足感が高止まり

している状況で、介護業界の人手不足は、よ

り深刻になっている。

・介護分野でスクーリングがある介護福祉士

実務者研修などは、身近で受講できるように

することが必要。滋賀県の場合、実務者研修

を受講できる施設も少なく、身近にあるとは

言えない。

・介護・医療分野を中心とした人材不足分野

の人材確保・人材育成は重要であるものの、

一方で職業訓練を含めても受講できる施設が

滋賀県については少ない状況である。

・周知広報を進めていく。

・介護支援専門員、介護福祉士及び介護員養

成研修の事業者等の指定を行っている滋賀県

医療福祉推進課に訪問し、教育訓練給付制度

の周知協力を依頼（７月）。

・介護支援専門員については、滋賀県から直

接周知いただき、介護福祉士及び介護員養成

研修については、滋賀県から提供を受けた県

内の介護関係資格研修事業者名簿により、

15者を対象に、当局からリーフレット送付
による制度周知・講座指定申請勧奨を実施

（７月）。 4
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地域職業能力開発促進協議会の協議結果を受けた
都道府県労働局における講座拡大の取組

地域職業能力開発促進協議会の協議を踏まえた対応方針と現在までの取組（例）

【労働局の対応方針】 【具体的な取組】
＜輸送・運輸関係＞

香

川

・一般から特定一般への切り替えを促すべき。

・2024年問題や高齢化で若年者の確保が困
難な運輸業界に対して、当制度による支援は

有効だが、県内の指定講座は全て一般教育訓

練なので、給付率の高い特定一般へ切り替

わってほしい。

・教育訓練機関へのリーフレットの送付など

により制度周知及び一般から特定一般への切

り替えを促す。

・一般教育訓練を実施する介護福祉士実務者

研修実施機関、自動車整備士養成施設、自動

車教習所（２校）へ訪問し、特定一般への切

り替えを勧奨（７月）

＜日本語教員関係＞

広

島

・育成就労制度が始まる。広島県は外国人の

受け入れが多いが、日本語教員の講座が少な

く強化が必要ではないか。

・日本語教員養成機関について情報収集を行

い、本省作成の講座指定申請リーフレットを

用いて制度周知及び講座指定申請勧奨を実施。

・日本語教員養成講座を実施している２校に

ついて、訪問及び電話にて制度説明と講座指

定申請勧奨を実施。

＜厚生労働省における取組＞

・文部科学省主催の日本語教員養成機関を対

象とした制度説明会（７月）に参加して、教

育訓練給付の制度説明及び講座指定申請勧奨

を実施。

山

梨

・指定講座数が全国最下位。

・ニーズの高い輸送関係、介護関係の講座が

少ない。他県と比べて力の及んでいない部分

にしっかりと周知して欲しい。

・現在はe-ラーニングで多様な講座が受講で
きるが、自動車運転免許関係などは近くに実

施機関が無いと受講できないことから、今年

度は2024年問題による人員不足が懸念され
るため、自動車教習所の団体と教習所に対し、

重点的に講座指定申請勧奨を実施。

・山梨県指定自動車教習所協会を通じて、県

下全自動車教習所14所にリーフレットを用
いた講座指定申請勧奨を実施。このうち、講

座指定申請を行っていない11社に対しては、
訪問による制度説明を実施（６~７月）。１
社は10月に新規申請予定、その他は申請検討
等。

【協議会委員の主な意見】

5
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地域職業能力開発促進協議会の協議結果を受けた
都道府県労働局における講座拡大の取組

地域職業能力開発促進協議会の協議を踏まえた対応方針と現在までの取組（例）

【労働局の対応方針】 【具体的な取組】

青

森
・ドローンの操縦資格に関する講座開設の要

望がある。

＜厚生労働省における取組＞

・現在、一般教育訓練のみで指定されている

一等無人航空機操縦士資格（ 2022年12月5日
施行の改正航空法により創設）に係る登録講

習について、講座実績要件を満たすものは、

教育訓練給付（特定一般教育訓練及び一般教

育訓練）の指定対象となる旨、国交省航空局

を通じて全国約700の登録教習機関に対して
周知・講座指定申請勧奨（８月）。

福

井

・農業ではドローンを使った作業がある。ド

ローンの操縦資格に関する講座があれば、指

定されるとよい。

＜ドローン免許＞

＜その他＞

大

分

・講座指定を受けるための手続が煩雑で、か

なりハードルが高いイメージがある。

＜厚生労働省における取組＞

・教育訓練機関向けに講座指定申請手続の流

れや書類作成のイメージを紹介する動画を作

成（８月）。厚生労働省ウェブサイトに掲載

するとともに、労働局に情報提供。本省にお

いても、SNSや業界団体等を通じた教育訓練
機関への講座指定申請勧奨に活用中。

厚生労働省本省へ報告

厚生労働省本省へ報告

厚生労働省本省へ報告

【協議会委員の主な意見】

6

兵

庫

・通信教育の割合が高いのであれば、都心に

講座数が偏るのは必然的ではないか。

・中小企業向けに自己啓発の援助を行う講座

を行っている機関に制度周知を図っていけば

よいのではないか。

・訓練ニーズを把握するため、ハローワーク

を利用する求職者等に対するアンケート

（1059人）を実施（８月）。結果として、
制度を知らない者が半数を超えていたことか

ら、まずは制度自体の周知広報に取り組むこ

ととし、並行して今後の講座拡大の方向性に

ついて検討する。

・地域における指定講座が増えることにより、

受講者数増が期待できるため、協議会構成員

を中心に、各関係機関、団体等に周知を図っ

ていく。

・通信制、通学制の割合や、受講者数の多い

講座等、地域における訓練ニーズを分析する。

6
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厚生労働省による講座拡大の取組

○業界団体等を通じた講座指定申請の働きかけ

・指定自動車教習所（約1,300校）

・（建設車輌関係）登録教習機関（約200機関）

・デジタル等各種資格認定団体（約30団体）

・介護支援専門員研修実施機関（47都道府県）

・無人航空機操縦士の講習を行う登録講習機関（約700校）＜国交省と連携＞

・大学等（約1,200校） ＜文科省と連携＞ 等

○SNS等による周知広報

・X、facebook、厚生労働省メルマガ等による周知を、８~９月にかけて集中的に実施（Ｘ閲覧数：約10万件）

令和６年１０月の申請期間に向けて、①講座指定のメリットを強調した教育訓練機関向けリーフレットや申請手続や

申請書記載のイメージ動画等を活用した教育訓練機関への働きかけ、➁関係省庁や業界団体主催の会議等におけるPR 、
③SNSによる制度周知等により、講座指定申請勧奨を集中的に実施。

・教育訓練給付制度のご案内
※教育訓練給付制度の概要を紹介するショート動画。

・教育訓練給付制度 講座指定申請手続のご案内
※講座指定を受けたことがない教育訓練機関向けに講座指定申
請手続の流れや書類作成のイメージを紹介する動画。

https://www.youtube.co
m/watch?v=QVE6weLhpj
w&t=2s

https://www.youtube.co
m/watch?v=AHRnPGBw
Cnc&t=1s

○関係省庁や業界団体主催の会議等

・大学等向けリカレント教育説明会（約300校）＜文科省と連携＞

・マナビDX講座提供事業者情報共有会（75機関※参加申込）＜経産省と連携＞

・日本語教員養成機関向け説明会（約550機関） ＜文科省と連携＞

・（一社）全国産業人能力開発団体連合会説明会（30機関）等

※令和６年９月３日現在7
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○中小企業大学校における経営者・経営幹部リスキリング
（令和7年度概算221億円の内数）

中小企業大学校で、経営者・経営幹部を対象にした、
財務・会計、経営戦略、組織マネジメントなどの実践的な研修を提供。

〇デジタル人材育成プラットフォーム
（令和７年度概算９億円）
地域のDX加速に必要なデジタル人材を育成するため、デジタル人材育成
プラットフォームにおいて、スキル標準に紐付ける形で民間事業者等と連
携したコンテンツの集約・提示等を実施するとともに、個々人の保有スキ
ルの蓄積や取得スキルのデジタル証明等を可能とする情報基盤を構築。

リスキリング関連の主な施策 一覧 （R6.9.12時点）

○団体等検定制度
（令和7年度概算0.69億円） 【新規】
スキルの階層化・標準化に向けた幅広い職種における団体等検定制
度の活用促進に向けた施策。

○第四次産業革命スキル習得講座認定制度
IT、データ活用等の分野において、キャリアアップに繋がるような専
門的・実践的な教育訓練講座を経済産業大臣が認定。

支
援
対
象

企
業

個
人

○リスキリングを通じたキャリアアップ支援事業
（令和4年度補正753億円、令和5年度補正97億円）
個人に対して、キャリア相談からリスキリング、転職までを一体的に支
援する仕組み整備に要する費用を民間事業者経由で補助。

経済産業省間
接
事
業
者
（
大
学
含
む
）
経
由

直
接
給
付

〇人材開発支援助成金の「人への投資促進コース」、
「事業展開等リスキリング支援コース」
（令和7年度概算569億円）
労働者がスキルアップのため自発的に受講する訓練等を支援する企業
や新規事業の立ち上げなどに伴って職務が変更となる従業員に必要な訓
練を行う企業への支援を実施。

○教育訓練給付制度
（令和７年度概算118億円）
自らデジタル分野等のスキルアップに取り組む個人への直接支援を
拡充し、給付率を最大８割に引き上げ。

○教育訓練休暇給付金及び新たな融資制度の創設
（教育訓練休暇給付金 令和7年度概算79億円） 【新規】
（融資制度 令和7年度概算5.1億円） 【新規】
教育訓練のための休暇を取得した場合に、生活を支えるための給付金
を支給する制度や、雇用保険被保険者以外の者について、教育訓練を
受けるに当たって必要となる費用を融資する融資制度を創設。

○生産性向上人材育成支援センター
（令和７年度概算562億円の内数）
中小企業等に対する人材育成に関する相談、人材育成プランの提案、
職業訓練の実施まで一貫して支援する総合窓口。

〇中小企業リスキリング支援事業
（令和7年度概算2.5億円） 【新規】
中小企業の人材育成等に関する専門的な助言・指導による支援。厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省厚生労働省

経済産業省

経済産業省 ○キャリア形成・リスキリング推進事業
（令和７年度概算41億円）
労働者のキャリア形成やリ・スキリングの取組を促すための相談支援
事業の拡充。

厚生労働省

〇地域ニーズに応える産学官連携を通じた
リカレント教育プラットフォーム構築支援事業
（令和5年度補正1.4億円）
地域における人材ニーズの把握や、経営者向けのプログラム開発など、
大学や自治体等がリカレント教育のプラットフォームを構築。

文部科学省

〇リカレント教育エコシステム構築支援事業
（令和7年度概算25.7億円） 【新規】
大学等が地域や産業界と連携・協働して、中小企業経営者や産業界の
人材育成ニーズを踏まえたリカレント教育プログラムを開発・実施。

文部科学省

厚生労働省

厚生労働省経済産業省

マナビDX
（デジタル人材）

マナパス
（大学等の学び）

学び・学び直しGL
（職場における学び）

PF job tag
（職業に関する総合的な情報発信）

資料４－１
第８回 リカレント教育の推進に係る
関係省庁連絡会議資料 一部加工
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４ スキーム・実施主体等

２ 事業の概要

１ 事業の目的

公的職業訓練によるデジタル推進人材の育成とデジタル
リテラシーの向上促進

令和７年度概算要求額 556億円（540億円）※（）内は前年度当初予算額

「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（令和４年12月閣議決定）において、職業訓練のデジタル分野の重点化等により、令和８年度末までに政
府全体で230万人のデジタル推進人材を育成することとされているほか、デジタル田園都市国家構想を実現するためには、全ての労働人口がデジタ
ルリテラシーを身に付け、デジタル技術を利活用できるようにすることが重要であるとされている。
このため、公共職業訓練（委託訓練）及び求職者支援訓練を実施する民間教育訓練機関に対する、①デジタル分野の訓練コースの委託費等の上

乗せをするほか、②オンライン訓練においてパソコン等の貸与に要した経費を委託費等の対象とすることにより、デジタル推進人材の育成を行う。
また、これらのデジタル分野の訓練コースを受講する方に対し、引き続き、生活支援の給付金（職業訓練受講給付金）の支給を通じて早期の再就
職等を支援する。さらに、全国８７箇所の生産性向上人材育成支援センター（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）において、在職者
に対して実施する③ＤＸに対応した生産性向上支援訓練の機会を拡充し、中小企業等のＤＸ人材育成を推進する。加えて、④デジタル分野以外の
訓練コースにおいてもDXリテラシー標準に沿ったデジタルリテラシーを身に付けることができるよう、質的拡充を図る。

（１）DX推進スキル標準に対応した訓練コース又はデジタル分野の資格取得率等が一定
割合以上の訓練コースの場合、委託費等を上乗せする
（IT分野の資格取得率等が一定割合以上の訓練コースは、一部地域を対象に更に上乗せ）

（２）企業実習を組み込んだデジタル分野の訓練コースについて、委託費等を１人当た
り２万円上乗せする

デジタル分野のオンライン訓練（eラーニングコース）において、受講者にパソコン等
を貸与するために要した経費を、１人当たり月１．５万円を上限に委託費等の対象とする

中小企業等の在職者に対して実施する、民間教育訓練機関を活用した生産性向上支援訓
練（ＤＸ関連）の機会を拡充する（＋3,000人）【拡充】

デジタル分野以外の全ての公共職業訓練（委託訓練）及び求職者支援訓練の訓練コース
において、訓練分野の特性を踏まえて、DXリテラシー標準に沿ったデジタルリテラシー
を身に付けることができるよう、訓練の質的拡充を図る。

※①～②は令和８年度末までの時限措置

①デジタル分野の訓練コースの委託費等の上乗せ

②オンライン訓練におけるパソコン等の貸与の促進
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③生産性向上支援訓練（ＤＸ関連）の機会の拡充

ॹ
४
ॱ
ঝ
ী

भ

ธ
ಫ
ৰ

ਃ
ঢ়

職
業
訓
練
の
実
施

④デジタルリテラシーの向上促進

３ 訓練コースの質･量の確保の取組
訓練コースの質・量の確保のため、デジタル分

野の訓練を含む公共職業訓練（委託訓練）の知識
等習得コース及び求職者支援訓練の委託費等の単
価を１人当たり月3,000円引き上げる【拡充】

・職業訓練受講給付金
（月10万円、通所手当、寄宿手当）

一般
会計

子子特会労働特会
育休徴収雇用労災

1/109/10

令和５年度事業実績（速報値）：公共職業訓練（委託訓練）9,788人／
求職者支援訓練14,915人／生産性向上支援訓練13,682人

資料５－１
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３ 実施主体等２ 事業の概要・スキーム

変化の激しい企業のビジネス環境に対応するために労働者のスキルアップが求められている中で、正社員に対して
OFF-JTを実施した事業所割合が71.4％に対し、正社員以外に対しては28.3％と、正社員以外の労働者の能力開発機会は
少ない状況にあり、非正規雇用労働者等が働きながらでも学びやすく、自らの希望に応じた柔軟な日時や実施方法によ
る職業訓練を受講できるような仕組を構築し、非正規雇用労働者等のリ・スキリングを支援することが必要である。
このため、在職中の非正規雇用労働者等の受講を前提とした様々な受講日程、実施手法等の職業訓練を引き続き試行

的に、非正規雇用労働者等に対して提供する。

１ 事業の目的

非正規雇用労働者等が働きながら学びやすい職業訓練試行
事業の実施

（１）試行事業の実施

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構において、非正
規雇用労働者等を対象とした職業訓練を民間教育訓練機関等への
委託により実施し、好事例となる取組を収集する。
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（２）試行事業の内容等

ウ 総訓練時間・受講可能期間
150時間程度。受講可能期間最大６か月

ア 対象者
主に非正規雇用労働者 720名

イ 実施方法等
受講継続等に効果的であるスクーリング形式と、場所や時間を

問わず受講しやすいオンライン（オンデマンド、同時双方向）形
式を効果的に組み合わせて実施することを想定。

ェ 受講継続等の支援策
実施機関において、受講継続勧奨や学習の進捗状況に応じた支

援を担当制で行う学習支援者の配置等を実施。

令和７年度概算要求 3.1億円（ 3.1億円）※（）内は前年度当初予算額
一般
会計

子子特会労働特会
育休徴収雇用労災

○
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実施方針課題

・訓練見学会等への参加に係る積極的
な働きかけ。
・訓練コースの内容や効果を踏まえた
受講勧奨の強化。

・特に委託訓練については、開講時期
の柔軟化、受講申込み締切日から受講
開始日までの期間の短縮、効果的な周
知広報の実施。

①応募倍率が低く、
就職率が高い分野がある。

「介護・医療・福祉分野」

・一層のコース設定促進。
・デザイン分野は求人ニーズに即した
訓練内容かどうかの検討。
・ハローワーク窓口職員の知識の向上。
・事前説明会や見学会の機会確保。
・訓練修了者歓迎求人等の確保。

②応募倍率が高く、
就職率が低い分野がある。

「ＩＴ分野」
「デザイン分野」

・開講時期の柔軟化。
・受講申込み締切日から受講開始日ま
での期間の短縮。
・効果的な周知広報の実施。

③委託訓練の計画数と実績が
乖離しており、さらに令和４
年度は受講者が減少。

・デジタル分野への重点化。
・一層のコース設定促進。

➃デジタル人材が質・量とも
不足、都市圏偏在がある。

委託訓練について、都道府県に対し、開
講時期の柔軟化や受講選考期間の短縮、
各種SNS等による効果的な周知広報等に
ついて配慮を依頼。

ハローワークにおいて、デジタル分野の
適切な受講あっせん等に向け、訓練窓口
職員の知識の向上、訓練実施施設による
事前説明会・見学会の機会確保、訓練修
了者歓迎求人等の確保を推進。

地域協議会の公的職業訓練効果検証ワー
キンググループによる効果検証結果を全
国に情報共有。

デジタル分野の訓練コースの委託費等の
上乗せ等により、職業訓練の設定を促進。
【再掲】

都道府県に対し、開講時期の柔軟化や受
講選考期間の短縮、各種SNS等による効
果的な周知広報等について配慮を依頼。
【再掲】

令和６年度取組状況令和６年度実施計画（実施方針）

デジタル分野の訓練コースの委託費等の
上乗せ等により、職業訓練の設定を促進。

委託訓練及び求職者支援訓練について、
訓練分野の特性を踏まえたデジタルリテ
ラシーの向上促進

令和７年度全国職業訓練実施計画の策定に向けた方針（案）

令和６年度計画の実施方針と取組状況

資料５－２
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令和７年度全国職業訓練実施計画の策定に向けた方針（案）

Ａ 令和６年度計画に引き続き、訓練コースの内

容や効果を踏まえた受講勧奨の強化が必要。

委託訓練についてはＤの措置も併せて実施。

Ｂ 令和６年度計画に引き続き、求人ニーズに即し

た効果的な訓練内容であるかどうかの検討を行う。

Ｃ 令和６年度計画に引き続き、就職率向上のため、

受講希望者のニーズに沿った適切な訓練を勧奨で

きるよう、ハローワーク訓練窓口職員の知識の向

上や、事前説明会・見学会の機会確保を図る。

また、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう、

訓練修了者歓迎求人等の確保を推進するなどの取

組推進が必要。

委託訓練の計画数と実績に乖離あり。
令和５年度も同様の傾向。

デジタル人材が質・量とも不足、都市圏偏在が課題。

令和６年度計画に挙げた課題と令和５年度の実施状況

Ｄ 令和６年度計画に引き続き、開講時期の柔軟化、受講申込締切日から受講開始

日までの期間の短縮、効果的な周知広報等、受講者数増加に向けた取組が必要。

Ｆ 引き続き、デジタル分野への重点化を進め、一層の設定促進が必要。

応募倍率が低く、
就職率が高い分野

【委託訓練】
応募倍率が更に低下し69.4％。就職率は横ばい。

【求職者支援訓練】
応募倍率が横ばいの69.8％。就職率は向上。

【委託訓練】
・IT分野：応募倍率、就職率ともに低下。
・デザイン分野：応募倍率が著しく低下。

就職率は横ばい。
【求職者支援訓練】
・IT分野：応募倍率が低下、就職率は向上。
・デザイン分野：応募倍率が低下。就職率は向上。

Ｅ 就職率に加えて、訓練関連職種に就職した場合の処遇といった観点も踏まえた

求職者の希望に応じた受講あっせんを強化する。

令和７年度の公的職業訓練の実施方針（案）評価･分析

介護・医療・
福祉分野

応募倍率が高く、
就職率が低い分野

IT分野・
デザイン分野 特に委託訓練におけるデザイン分

野について、高応募倍率が
大幅に解消・改善傾向。

応
募
倍
率

両分野における就職率は56～69％
で比較的低調であり、引き続き改
善の余地がある。【Ｂ】【C】

就
職
率

両訓練ともに約70％であり、応
募倍率の上昇に向け、引き続き
改善の余地がある。【Ａ】

応
募
倍
率

比較的高水準で推移。
就
職
率
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●令和3年度 ▲令和4年度 ■令和5年度

【参考】委託訓練及び求職者支援訓練の応募倍率及び就職率の状況

【委託訓練】 【求職者支援訓練】

就

職

率

応募倍率 応募倍率

就

職

率

改

善

改

善

改善
改善

ＩＴ

営業・販売・事務

医療事務

介護・医療・福祉

農業

旅行・観光

デザイン

製造

建設関連

理容・美容関連

その他

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

50.0% 75.0% 100.0% 125.0% 150.0% 175.0% 200.0%

※用語の定義は、資料２－１と同様。

ＩＴ

営業・販売・事務

医療事務

介護・医療・福祉

農業

旅行・観光

デザイン

製造

建設関連

理容・美容関連

その他

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

50.0% 75.0% 100.0% 125.0% 150.0%
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令和６年度第１回中央職業能力開発促進協議会構成員名簿 

 

【労使団体】 

渡 辺  隆 一 全国中小企業団体中央会労働政策部長 

山 脇  義 光 日本労働組合総連合会労働法制局長 

平 田  充 一般社団法人日本経済団体連合会労働政策本部副本部長 

清 田  素 弘 日本商工会議所産業政策第二部副部長 

 

【教育訓練関係団体】 

河 原 成 紀  全国専修学校各種学校総連合会副会長 

北 村  俊 幸 一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会副会長 

姫 野  誠 一 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構求職者支援訓練部長 

 

【学識経験者】 

○ 藤 村  博 之 独立行政法人労働政策研究・研修機構理事長 

堀  有 喜 衣 独立行政法人労働政策研究・研修機構統括研究員 

 

【地方自治体】 

河 島  幸 一 京都府商工労働観光部企画調整理事兼副部長 

 

【職業紹介事業者団体等】 

早 川 拓 一般社団法人日本人材紹介事業協会事務局長代理 

猪 尾  康 成 公益社団法人全国求人情報協会事務局長 

上 市  貞 満 公益社団法人全国民営職業紹介事業協会専務理事 

 

 

（オブザーバー） 

一般社団法人情報サービス産業協会 

公益社団法人全国老人保健施設協会 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 

一般社団法人全国農業会議所 

一般社団法人ソフトウェア協会 

 

                            （敬称略） 

※ ○は座長。 
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